
第２章 犯罪被害者等のための施策と進捗状況

１６

第１節 損害回復・経済的支援等への取組

１ 損害賠償の請求についての援助等（基本法第１２条関係）

《基本計画策定以前からの施策で、基本計画
策定後も引き続き実施するもの》

⑴ 交通事故被害者への相談対応
各都道府県警察本部・警察署において、交

通事故相談として、「交通相談係」の表示を
掲げ、相談窓口を設置している。相談窓口で
は、交通事故の当事者からの相談に応じ、
・保険請求、損害賠償請求制度の概要の説
明

・被害者援助、救済制度の概要の説明
・各種相談窓口、被害者支援組織、カウン
セリング機関の紹介

・示談、調停、訴訟の基本的な制度、手続
などの一般的事項の説明

などを実施している。また、都道府県警察に
おいては、交通事故被害者等から、当該交通
事故などを起こした加害者に対する意見聴取
の期日や運転免許の行政処分の内容などにつ
いて問い合わせがあった場合に、それぞれ適
切に対応しており、平成２０年中の都道府県警
察における意見聴取の期日などに関する問い
合わせに対する回答件数は５２件、行政処分結
果に関する問い合わせに対する回答件数は７１
件であった。
さらに、都道府県交通安全活動推進セン

ターにおいても、職員のほか、弁護士、カウ
ンセラーなどが、交通事故被害者等からの相
談に応じ、適切な助言を行っており、平成１９
年度中の同センターにおける交通事故相談回
数は１７，５８６回であった。
また、内閣府において、地方公共団体の交

通事故相談活動の推進を図るため、相談員と

しての基本的な心構えや知識の習得を目的と
した「交通事故相談員中央研修会（初任者コー
ス）」を開催した。さらに、被害者等からの
相談に対する相談員の対応能力を向上させる
ため、「交通事故相談員総合支援事業（アド
バイザー派遣事業、相談員研修事業・情報誌
発刊事業）」を通じて、都道府県・政令指定
都市の交通事故相談活動（平成１９年度の相談
件数は都道府県７５，１９９件、政令指定都市
１５，５８４件）に対する支援を行っている。
今後も交通事故被害者等の心情に配意しつ

つ、交通事故被害者等の要望に応じた適切な
相談業務を実施していく。

⑵ 刑事事件記録の閲覧制度
検察庁において、訴訟終結後の刑事事件の

裁判書や記録（いわゆる確定記録）を保管し
ており、保管検察官の許可を得てだれでも閲
覧することが可能である。
不起訴記録は、非公開が原則であるが、交

通事故に関する実況見分調書などの証拠につ
いては、裁判所からの送付嘱託や弁護士会か
らの照会に対し、開示することが相当と認め
られるときは、これに応じている。
また、被害者参加制度の対象となる事件の

被害者等の方々については、「事件の内容を
知ること」などを目的とする場合でも、捜
査・公判に支障を生じたり、関係者のプライ
バシーを侵害しない範囲で、実況見分調書な
どを開示し、弾力的な運用に努めている。
さらに、それ以外の事件の被害者等の方々

についても、民事訴訟などにおいて被害回復
のため損害賠償請求権その他の権利を行使す
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出典：法務省ホームページ

るために必要と認められる場合には、捜査・
公判に支障を生じたり、関係者のプライバ
シーを侵害しない範囲で、実況見分調書など
を開示している。

⑶ 刑事和解（犯罪被害者保護二法関係）
刑事和解とは、被告人と犯罪被害者等との

間において、被告事件に関連する民事上の争
いについて合意が成立した場合には、刑事事
件の係属する裁判所に対し、共同して当該合
意の公判調書への記載を求める申立てをする
ことができ、その合意が公判調書に記載され
たときは、その記載が、裁判上の和解と同一
の効力を有する制度である（「犯罪被害者等
の権利利益の保護を図るための刑事手続に付
随する措置に関する法律」）。これにより、犯
罪被害者等は、被告人から債務の履行がない
場合に、別に民事訴訟を提起することなく、
当該公判調書により強制執行の手続をとるこ
とができる。
この制度による申立てが公判調書に記載さ

れた延べ件数は、制度導入（平成１２年１１月）
以降２０年までの間に、４０３件であり、うち２０
年は３５件であった＊１。

《基本計画において、「速やかに実施する」
とされたもの》

⑷ 日本司法支援センターによる支援
（民事法律扶助制度の活用）
日本司法支援センター（愛称：法テラス）

では、民事法律扶助業務として、経済的に余
裕がない者に対し、無料で法律相談を行い、
弁護士・司法書士の費用の立替えを行ってい
る（法テラスホームページ「法テラスの業務
（民事法律扶助業務）」： http : / / www .
houterasu.or.jp/houterasu_gaiyou/mokuteki
_gyoumu/minjihouritsufujo／）。
犯罪被害者等が加害者から損害賠償を任意

に受けることができず弁護士に委任する必要
があるものの、弁護士費用を負担する経済的
な余裕がない場合には、同制度を利用するこ
とによって経済的負担が軽減される。また、
平成２０年１２月１日から犯罪被害者等が刑事手
続の成果を利用して簡易迅速に犯罪被害の賠
償を請求することを可能とする損害賠償命令
制度が開始されており、この制度の利用に当
たっても、民事法律扶助制度の利用が可能で
ある（P５２ コラム３「法テラスの犯罪被害
者支援」参照）。
しかし、法テラスにおける民事法律扶助な

どの犯罪被害者等に対する援助制度が十分認
知されていないことから、引き続き制度の周
知に努めていく。

⑸ 損害賠償請求制度に関する情報提供
の充実
警察庁において、「被害者の手引」（P６４25

「『被害者の手引』の内容の充実等」参照）
などにより、損害賠償請求制度の概要などに
ついて、紹介している。
法務省においては、犯罪被害者等向けパン

フレット「犯罪被害者の方々へ」や犯罪被害
者等向け DVD「もしも…あなたが犯罪被害
に遭遇したら」により、損害賠償請求制度に

（＊１）最高裁判所事務総局の資料による。
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ついて紹介している（P４８⑺「刑事の手続等
に関する情報提供の充実」参照）。
また、損害賠償請求に関し刑事手続の成果

を利用する制度（平成２０年１２月１日施行）に
ついても、パンフレット「犯罪被害者の方々
へ」において、紹介している（P４８⑺「刑事
の手続等に関する情報提供の充実」参照）。

⑹ 刑事和解等の制度の周知
法務省において、刑事和解制度などについ

て、パンフレット「犯罪被害者の方々へ」（P
４８⑺「刑事の手続等に関する情報提供の充実」
参照）に掲載し、周知を図っている。また、
検察官に対しても、会議や研修などの機会を
通じて刑事和解制度などについての理解を深
めさせており、検察官が犯罪被害者等に対し
て適切に情報提供できるよう努めている。

⑺ 保険金支払いの適正化等
金融庁において、各保険会社における保険

金支払管理態勢整備などの状況の検証を行っ
ているほか、苦情・相談として寄せられる情
報を活用して、保険会社の検査・監督を行っ
ている。保険金の不払いが認められた保険会
社に対しては業務停止命令などを発出するな
ど、保険会社側に問題があると認められる業
務・運営については適切な対応を行ってい
る。
国土交通省において、自賠責保険に関し、

保険会社などへの立入検査や指示などによ
り、保険金支払の適正化を図っている。ま
た、自賠責保険金の支払いなどに関する紛争
処理のため、「自動車損害賠償保障法」に基
づく指定紛争処理機関である財団法人自賠責
保険・共済紛争処理機構（http://www.jibai-
adr.or.jp／）に対し、紛争処理業務に要する
経費の一部を補助している。同機構では、自
動車事故による被害者等の紛争処理申請に基
づき、弁護士や医師などが支払内容を審査
し、調停を行っている。平成１４年度で１６１件
あった紛争処理件数は、２０年度では、７１６件
となっている。

また、国土交通省においては、自動車事故
による被害者等が適切な損害賠償を受けられ
るよう、自動車事故に関する法律相談、示談
あっ旋事業などを無料で行う財団法人日弁連
交通事故相談センター（http://www.n-tacc.
or.jp／）に対して支援を行っている。平成２０
年度は、相談所を全国１５２か所（うち３５か所
で示談あっ旋を実施）、延べ８，２０３日開設し、
３６，６１６件の事故相談を受け付け、自動車事故
の損害賠償問題の適正かつ迅速な解決への支
援を行っている。
さらに、自賠責保険による損害賠償を受け

ることができないひき逃げや無保険車などに
よる事故の被害者に対しては、「自動車損害
賠償保障法」に基づく政府保障事業によって、
本来の賠償責任者である加害者などに代わ
り、政府が直接その損害のてん補を行ってい
る（国土交通省ホームページ「自賠責保険ポー
タルサイト」：http://www.mlit.go.jp/jidosha/
anzen／０４relief/accident/nopolicyholder.html）。
平成２０年度の損害てん補件数は２，４７８件で

あった。

⑻ 受刑者の作業報奨金を損害賠償に充
当することを可能とする制度の十分な
運用

法務省において、「刑事収容施設及び被収
容者等の処遇に関する法律」（平成１７年法律
第５０号）に基づき、犯罪被害者等への損害の
てん補を図っている。
本制度は、受刑者が釈放前に作業報奨金の

支給を受けたい旨の申出をした場合、その使
用目的が犯罪被害者等に対する損害賠償への
充当など相当なものと認められるときは、支
給時における報奨金計算額に相当する金額の
範囲内で、申出の額の全部又は一部の金額を
犯罪被害者等に支給するものである。
この制度を十分に運用するため、刑執行開

始時における指導などの際に告知しているほ
か、居室内に整備している所内生活心得など
の冊子に記載して、引き続き周知を図ってい
る。
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⑼ 暴力団犯罪による被害の回復の支援
警察において、「暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律」（平成３年法律第
７７号。以下「暴力団対策法」という。）など
により、暴力団員による暴力的要求行為の相
手方や暴力団員による犯罪の被害者等に対し
て、本人からの申出に基づき、被害の回復な
どのための助言や交渉場所の提供などの援助
を積極的に行っている（警察庁ホームページ
「組織犯罪対策」：http://www.npa.go.jp/
sosikihanzai/index.htm→「平成２０年の暴力
団情勢」）。
平成２０年５月、暴力団対策法が改正され、

指定暴力団員が当該暴力団の名称を示すなど
により資金獲得行為を行う際に他人の生命、
身体又は財産を侵害した場合には、その指定
暴力団の代表者などが損害賠償責任を負うこ
ととされたほか、指定暴力団員は、当該暴力
団に対する損害賠償請求、事務所使用差止め
請求について、請求者に対して、威迫、つき
まといその他の不安を覚えさせる方法で請求
を妨害してはならないことが規定された。
都道府県暴力追放運動推進センター（以下

「都道府県センター」という。）においては、
暴力団対策法に基づき、民事訴訟費用の無利
子貸付を行っている（全国暴力追放運動推進
センターホームページ：http://www１a.
biglobe.ne.jp/boutsui/index２．htm）。
各都道府県では、警察、都道府県セン

ター、弁護士会の三者が、民事介入暴力事案
の民事訴訟などにおいて共同して対処するた
めに設立した「民暴研究会」において、訴訟
関係者に対する暴力団情報の提供や訴訟関係
者の保護対策などの支援を行っている。
２０年中に警察などが支援した暴力団関係事
案に係る民事訴訟件数は８５件、援助の措置件
数は１６５件である。

《基本計画において、「１～３年以内を目途
に検討の結論を得て、施策を実施する」と
されたもの（「１～２年以内を目途に実施
する」とされたものを含む）》

⑽ 損害賠償請求に関し刑事手続の成果
を利用する制度を新たに導入する方向
での検討及び施策の実施

法務省において、「組織的な犯罪の処罰及
び犯罪収益の規制等に関する法律の一部を改
正する法律」（平成１８年法律第８６号）、「犯罪
被害財産等による被害回復給付金の支給に関
する法律」（平成１８年法律第８７号）を立案し、
両法は平成１８年６月、成立した（ともに同年
１２月施行）。これにより、一定の場合に、財
産犯などの犯罪行為により犯人が得た財産で
ある犯罪被害財産を没収・追徴した上で、検
察官が、これを被害回復給付金として当該事
案の被害者等に支給することが可能となっ
た。
平成２０年５月には、五菱会（ごりょうかい）

ヤミ金融事件において、事件関係者によりス
イス連邦の銀行に送金されて隠匿され、同国
チューリッヒ州により没収されていた犯罪被
害財産等の一部（約２９億円）が日本に譲与さ
れた。東京地方検察庁では、同年７月２５日、
「犯罪被害財産等による被害回復給付金の支
給に関する法律」に基づき、上記の外国譲与
財産などを被害者の方々に被害回復給付金と
して支給するための手続である「外国譲与財
産支給手続」を開始する決定をし、同決定の
内容を官報に公告した。
このほか、他の検察庁においても、同法に

基づき、没収・追徴された犯罪被害財産を被
害者の方々に被害回復給付金として支給する
ための手続である「犯罪被害財産支給手続」
を開始する決定をし、同決定の内容を官報に
公告している。
損害賠償請求に関し刑事手続の成果を利用

する制度に関しては、「犯罪被害者等の権利
利益の保護を図るための刑事訴訟法等の一部
を改正する法律」により、「犯罪被害者等の



第２章 犯罪被害者等のための施策と進捗状況

２０

種類
年次

療養給付 休業給付 遺族給付 葬祭給付
件数 金額（円）件数 金額（円）件数 金額（円）件数 金額（円）

昭和３６年 ２ ４，０５０ １ ６，５２８ - - - -
昭和３９年 - - - - １ １，０２０，０００ １ ６１，２００
昭和４４年 １ ３５，２０４ １ １９，８１３ - - - -
昭和５８年 １ ５，０５０ - - - - - -
平成１８年 １ ３７，６１０ - - - - - -

提供：法務省

区分 年度別 １７年度 １８年度 １９年度 前年比
申請に係る被害者数（人） ４６５ ４９１ ４４８ －４３
裁定に係る被害者数（人） ４１２ ４５８ ４４５ －１３
支給裁定に係る被害者数 ３９４ ４３５ ４０７ －２８
不支給裁定に係る被害者数 １８ ２３ ３８ ＋１５

仮給付決定に係る被害者数（人） ３０ ２０ １５ －５
裁定金額（百万円） １，１３３ １，２７２ ９３２ －３４０

犯罪被害者等給付金の申請・裁定・決定状況

提供：警察庁

保護を図るための刑事手続に付随する措置に
関する法律」が一部改正され、一定の犯罪の
被害者等から、刑事事件で起訴されている犯
罪事実を原因とした不法行為による損害賠償
を被告人に命ずる旨の申立てがある場合に
は、刑事裁判所が、刑事事件について有罪の
言渡しをした後、犯罪被害者等の被告人に対
する損害賠償請求について、審理・決定をす
ることができる「損害賠償命令制度」が創設
された（平成２０年１２月１日施行、P５２ コラ
ム３「法テラスの犯罪被害者支援」参照）。

《基本計画には盛り込まれていないが、基本
法・基本計画を踏まえ、平成１８年度以降新
たに実施しているもの》

⑾ 振り込め詐欺等の被害者の救済
振り込め詐欺などによる被害者の財産的被

害の迅速な回復などを目的とした「犯罪利用
預金口座等に係る資金による被害回復分配金
の支払等に関する法律」（平成１９年法律第１３３
号、以下「振り込め詐欺救済法」という。）
が平成２０年６月２１日より施行された。
この振り込め詐欺救済法に基づき、振り込

め詐欺などによる被害者の財産的被害の回復
手続として、平成２０年７月から預金などに係
る債権の消滅手続、同年１０月から被害回復分
配金の支払手続が実施されている。

２ 給付金の支給に係る制度の充実等（基本法第１３条関係）

《基本計画策定以前からの施策で、基本計画
策定後も引き続き実施するもの》

⑴ 犯罪被害救援基金による奨学事業
財団法人犯罪被害救援基金において、犯罪

被害者遺児に対する奨学金の給与などを行っ
ている。

⑵ 刑事事件の証人等に対する給付制度
法務省において、証人などが危害を加えら

れた場合などに、各種給付を行っている。

《基本計画において、「速やかに実施する」
とされたもの》

⑶ 現行の犯罪被害給付制度の運用改善
警察庁において、都道府県警察に対して、

パンフレット、ポスター、インターネット上
のホームページなどを活用して犯罪被害給付
制度の周知徹底に努めるよう指導している。
また、犯罪被害給付制度の事務担当者を対象
とした会議を開催するなどして、迅速な裁定
など運用面の改善に努めるよう指導している。
犯罪被害給付制度とは、通り魔殺人などの

故意の犯罪行為により、不慮の死を遂げた被
害者の遺族又は身体に障害を負わされた犯罪
被害者等に対し、社会の連帯共助の精神に基
づき、国が犯罪被害者等給付金を支給し、そ
の精神的、経済的打撃の緩和を図ろうとする
ものである。
今後とも都道府県警察に対して、犯罪被害

給付制度の周知徹底、迅速な裁定など運用面
の改善に努めるよう指導していく。
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犯
罪
被
害
者
等
給
付
金

遺族給付金

重傷病給付金

障害給付金

額（最高額～最低額）
一定の生計維持関係遺族がいる場合
2 ,9 6 4 .5万円～ 8 7 2 .1万円
それ以外の場合
1 ,2 1 0万円～ 3 2 0万円
（第一順位の遺族が二人以上いるとき
は、その人数で除した額）

上限額：1 2 0万円
額（負傷又は疾病から１年間における
保険診療による医療費の自己負担分と
休業損害を考慮した額の合算額）

額（最高額～最低額）
重度の障害（障害等級第１級～第３級）
が残った場合
3 ,9 7 4 .4万円～ 1 ,0 5 6万円
それ以外の場合
1 ,2 6 9 .6万円～ 1 8万円

◎支給を受けられる人
　亡くなられた犯罪被害者の第一順位の遺族
◎支給を受けられる遺族の範囲と順位
　１　①配偶者（事実上婚姻関係と同様の事情にあった人を含む。）
　２　犯罪被害者の収入によって生計を維持していた犯罪被害者の
　　　②子　③父母　④孫　⑤祖父母　⑥兄弟姉妹
　３　２に該当しない被害者の
　　　⑦子　⑧父母　⑨孫　⑩祖父母　⑪兄弟姉妹
◎犯罪被害者が死亡前に療養を要した場合は、
　その負傷又は疾病から１年間における保険診療による医療費の自己
負担分と休業損害を考慮した額の合算額を加算し、給付されます。

◎支給を受けられる人
　犯罪行為によって、重傷病（加療１月以上、かつ、入院３日以上を
要する負傷又は疾病（精神疾患である場合には、加療１月以上、かつ、
その症状の程度が３日以上労務に服することができない程度であるこ
と））を負った犯罪被害者本人

◎支給を受けられる人
　障害が残った犯罪被害者本人
◎障害とは、
　負傷又は疾病が治ったとき（その症状が固定したときを含む。）に
おける身体上の障害で、障害等級第１級～第14級程度の障害です。

犯
罪
被
害
の
発
生

亡くなら
れたとき

各都道府県
公安委員会

重傷病を
負ったとき

裁定の
ための
調査

障害が
残ったとき

遺族給付金の
申請

遺族給付金支給裁定申請書

申請の手続き 給付金の請求手続

裁定

申
請
す
る
人
の
地
元
の
警
察
署
又
は
警
察
本
部

申
請
す
る
人
の
住
所
地
を
管
轄
す
る
公
安
委
員
会

支
給
裁
定

不
支
給
裁
定

支
給
裁
定
通
知

給
付
金
請
求

給
付
金
受
領

不
支
給
裁
定
通
知

重傷病給付金支給裁定申請書

障害給付金支給裁定申請書

重傷病給付金の
申請

障害給付金の
申請

申請に必要な書類
１　亡くなられた方の死亡の年月日等を証明
できる書類

２　亡くなられた方との続柄を明らかにでき
る戸籍謄本又は抄本

３　住民票の写し
４　亡くなられた方の収入で生計を維持して
いた事実を証明できる書類

５　亡くなられた方の収入日額を証明できる書類
６　亡くなられた方の医療費の自己負担額を
証明できる書類

７　休業日の数を証明できる書類　など

裁定とは
　都道府県公安委員会が支給に係る法
定要件を確認するとともに、犯罪被害に
関する事実関係等を明らかにし、給付金
を支給するか否かを決める行政行為で
す。

審査請求
　裁定内容に不服がある場合は、通知書を
受け取った日の翌日から60日以内に国家公
安委員会に審査請求をすることができます。

●口座振替
●送金払い
給付金が振り込ま
れると、国庫金振込
通知書が送られて
きます。

申請に必要な書類
１　重傷病を負ったことを証明できる診断書等
２　被保険者証の写し
３　医療費の自己負担額を証明できる書類
4　休業日の数を証明できる書類
５　収入日額を証明できる書類　など

申請に必要な書類
１　身体上の障害の部位及び状態に関する
医師等の診断書

２　収入日額を証明できる書類　など

犯罪被害者等給付金
支払請求書の提出

給付金を受ける権利の時効
　犯罪被害者等給付金の支
給を受ける権利は、２年間
請求を行わないときには、
消滅します。

※支払請求はインターネットでも可能です
http://www.e-gov.go.jp

申請の制限
　犯罪被害者等給付金の申請は、犯罪行為による死亡、重傷病又は障害の発生を知った日から２年を経過
したとき、又は当該死亡、重傷病又は障害が発生した日から７年を経過したときは、することができません。
　ただし、当該犯罪行為の加害者により身体の自由を不当に拘束されていたことなどのやむを得ない理由
により所定の期間に給付金を申請することができなかったときは、その理由のやんだ日から6月以内に申請
することができます。

⑷ 司法解剖後の遺体搬送費等に対する
措置
都道府県警察において、司法解剖後の遺体

を遺族宅まで搬送する費用や解剖による切開
痕などを目立たないよう修復するための費用
を公費により支給し、遺族の経済的、精神的
負担の軽減を図っている。

《基本計画において、「１～３年以内を目途
に検討の結論を得て、施策を実施する」と
されたもの（「１～２年以内を目途に実施
する」とされたものを含む）》

犯罪被害給付制度

給付の流れ

提供：警察庁



第２章 犯罪被害者等のための施策と進捗状況

２２

犯罪被害給付制度の拡充
遺族給付金
○被扶養家族である遺族について重点的引上げ
○最高額を自賠責並みに引上げ、最低額も引上げ
○扶養家族の数など負担の大きさに配慮

生計維持関係にある遺族に対する引上げ
                                 1 ,5 7 3 .0万円～4 1 6 .0万円　→　2 ,9 6 4 .5万円～8 7 2 .1万円
　［例］4 5歳・生計維持関係遺族４名の場合
                                 1 ,5 0 8万円～5 5 9万円　　→　　2 ,8 4 2万円～1 ,9 6 0万円

重度後遺障害者（障害等級１～３級）に対する引上げ
                                 1 ,8 4 9 .2万円～3 7 8 .0万円　→　3 ,9 7 4 .4万円～1 ,0 5 6 .0万円
［例］2 0歳未満・常時介護1級の場合
                                 　　　　7 1 0 .2万円～4 8 2 .4万円　→　2 ,1 8 8 .8万円

・ 都道府県公安委員会による民間被害者支援団体の自主的な活動を促進するための助言、
　 指導等（その適切かつ有効な実施のために国家公安委員会が指針を定める。）
・ 国家公安委員会による全国被害者支援ネットワークに対する助言、指導等

・ 国家公安委員会、都道府県公安委員会及び警察本部長等による犯罪被害者等の支援に関す 
る広報啓発活動

・ 題名を 「犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律」に改正
・ 目的に、「犯罪被害者等が再び平穏な生活を営むことができるよう支援すること」を追加

医療費の自己負担相当額に、休業損害を考慮した額を加算
（1 2 0万円を上限）

障害給付金
○重度後遺障害者について重点的引上げ
○最高額を自賠責並みに引上げ、最低額も引上げ
○平均収入が低い若年層の給付水準が不当に
　低額とならないよう配慮

民間団体の活動の促進

○民間団体全体の全国的な事業水準の向上と
　均質性の確保
○民間団体やその全国的な傘団体への援助

重傷病給付金
○重傷病の療養のため休業した者に、休業損害を
　考慮した給付（自賠責の上限を参考）

広報啓発活動の推進

○広報啓発と地域の被害者支援の気運の醸成が
　必要

法律の題名及び目的規定の改正

○法改正による支援内容の拡充を反映した題名
○犯罪被害者等基本法の基本理念に立脚

平成２０年７月施行の制度改正の概要

提供：警察庁

⑸ 犯罪被害給付制度における重傷病給
付金の支給範囲等の拡大
警察庁において、平成１８年４月、重傷病給

付金の支給要件の緩和や支給対象期間の延長
などを行うとともに、親族間の犯罪における
支給制限を緩和した。

⑹ 経済的支援を手厚くするための制度
のあるべき姿及び財源に関する検討並
びに施策の実施

内閣府において、推進会議の下に、「経済
的支援に関する検討会」を設置し、社会保
障・福祉制度全体の中における犯罪被害者等
に対する経済的支援制度のあるべき姿やその
財源などについて検討を行った。
同検討会においては、平成１９年９月に犯罪

被害者等に対する給付の抜本的な拡充やカウ
ンセリングについての配慮などを内容とする
最終取りまとめを行った。
警察庁において、３つの検討会の最終取り

まとめを踏まえ、平成２０年２月１日、「犯罪
被害者等給付金の支給等に関する法律の一部
を改正する法律案」を国会に提出した（同年
４月１１日成立、同月１８日公布。平成２０年法律
第１５号）。この改正により、休業による損害
を考慮した額が重傷病給付金（又は遺族給付
金）に加算されることとされたほか、改正法
に基づく政令により重度後遺障害者（障害等
級１～３級）に対する障害給付金や生計維持
関係のある遺族に対する遺族給付金が引き上
げられるなど、給付水準の拡充が図られてい
る（同年７月１日施行）。
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⑺ 性犯罪被害者の緊急避妊等に要する
経費の負担軽減
警察庁において、平成１８年度から、性犯罪

被害者に対し、緊急避妊などに要する経費
（初診料、診断書料、検査費用、中絶費用な
どを含む。）を援助することにより、犯罪被
害者等の精神的・経済的負担の軽減を図って
いる（性犯罪被害者に対する緊急避妊などに
要する経費（国庫補助金）：２０年度 １１２百万
円、２１年度 １１２百万円）。
今後も、都道府県警察に対して、本制度の

適切な運用を指導していく。

⑻ 医療保険利用の利便性確保
厚生労働省において、平成１８年７月、地方

社会保険事務局に対し、
・犯罪被害者等が医療機関の窓口において、
保険診療の実施を拒まれることがあるかど
うか、現状把握に努めること

・具体的にそのような事例があった場合に
は、本省への報告を行うとともに、当該医
療機関に対して適切な指導を行うこと

を指示した。
現時点においては、このような事案に係る

報告は受けていないが、仮に、そのような事
例があれば、地方社会保険事務局（平成２０年
１０月以降は地方厚生局）から当該医療機関に
対して適切な指導を行うことにより、犯罪被
害者等の医療保険利用の利便性を確保するこ
ととしている。

今後も、地方厚生局などと連携して、引き
続き適切な対応をしていく。

《基本計画には盛り込まれていないが、基本
法・基本計画を踏まえ、平成１８年度以降新
たに実施しているもの》

⑼ 解剖遺体の搬送・修復費の公費負担
海上保安庁において、司法解剖後の遺体を

遺族宅まで搬送する費用や解剖による切開痕
などを目立たないよう修復するための費用を
公費により一部負担している。

⑽ オウム真理教犯罪被害者等の救済
「オウム真理教犯罪被害者等を救済するた

めの給付金の支給に関する法律」（議員立法）
が、平成２０年６月１１日に可決、成立し、同月
１８日に公布された（同年１２月１８日施行。平成
２０年法律第８０号）。
これにより、オウム真理教による一定の犯

罪行為（松本サリン事件、地下鉄サリン事件
など）によって死亡した被害者の遺族には２
千万円、当該犯罪行為により障害が残った被
害者にはその障害の程度に応じて最高３千万
円、当該犯罪行為により傷病を負った被害者
にはその傷病の程度に応じて最高１００万円が
支給されることとなった（P２４ コラム２
「『オウム真理教犯罪被害者等を救済するた
めの給付金の支給に関する法律』について」
参照）。



第２章 犯罪被害者等のための施策と進捗状況

２４

平成２０年６月、地下鉄サリン事件などのオウム真理教による犯罪行為の被害者又はその遺族
に対して国から給付金を支給することを内容とした「オウム真理教犯罪被害者等を救済するた
めの給付金の支給に関する法律」案が第１６９回通常国会に議員立法として提出され、衆参両院
の全会一致で可決・成立し、同年１２月１８日より施行されています。
ここでは、本法の概要等について述べていきます。

第１ 概要
１ 趣旨

本法は、
○ 地下鉄サリン事件等の無差別大量の殺傷行為が悪質重大なテロリズムであり、これ
により不特定多数の者が被った惨禍が未曾有のものであること

○ オウム真理教がテロ実行能力を形成する過程でこれに立ち向かった者やその家族
が、教団の発展を阻害する者として殺傷行為等の犠牲となっていること

などを踏まえ、国において被害者等の救済を図ることがテロリズムと戦う我が国の姿勢を
明らかにすることにかんがみ、これらの被害者等に対して給付金を支給するものです。

２ オウム真理教犯罪被害者等給付金
オウム真理教による対象犯罪行為（次の表のとおり）により、
○ 死亡した者の遺族
○ 障害が残った者（当該犯罪行為によらないで死亡したときは、その遺族）
○ 傷病を負った者（同上）

に対して、国からオウム真理教犯罪被害者等給付金が支給されます（法第２条第１項及び
第３条第２項）。

〈対象犯罪行為〉
○ 国の統治機構を破壊する等の主義の下に行われた悪質かつ重大なテロ行為
・ 松本サリン事件（平成６年６月２７日～２８日にかけて発生）
・ 地下鉄サリン事件（平成７年３月２０日発生）
○ オウム真理教がテロ実行能力を形成する過程でこれに立ち向かった方々が犠牲と
なったもの
・ 弁護士及びその妻子の殺害事件（平成元年１１月４日発生）
・ サリンを使用した弁護士の殺人未遂事件（平成６年５月９日発生）
・ VXを使用した殺人未遂事件（平成６年１２月２日発生）
・ VXを使用した殺人事件（平成６年１２月１２日発生）
・ VXを使用した殺人未遂事件（平成７年１月４日発生）
・ 公証人役場事務長の逮捕監禁致死事件（平成７年２月２８日～３月１日発生）

コラム２：「オウム真理教犯罪被害者等を救済するための給付金の支給に関する法律」について
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① 死亡 ２，０００万円

② 障害 （注）

イ 介護を要する障害（障害等級第１・２級で常時又は随時介護を要するもの） ３，０００万円

ロ 重度の障害（同上第１～３級で、イ以外のもの） ２，０００万円

ハ その他の障害（同上第４～１４級） ５００万円

③ 傷病（死亡・障害をもたらすものを除く。）

イ 重傷病（通院加療１月以上の傷病） １００万円

ロ 重傷病以外の傷病（通院加療１日以上１月未満の傷病） １０万円

（注）障害等級は、オウム犯罪被害者等を救済するための給付金の支給に関する法律施行規則（平成２０年国
家公安委員会規則第２０号）の別表に定められています。

申請者の居住地を管轄する
都道府県公安委員会へ申請

申　　　請

給付金を支給する旨の裁定

都道府県公安委員会による審査

支 給 裁 定

給付金を支給しない
旨の裁定

不支給裁定

審 査 請 求

支給裁定を受けた後、国に
対して給付金の支払を請求

支 払 請 求

給付金支給

裁定内容に不服がある場合は、
通知書を受け取った日の翌日か
ら60日以内に国家公安委員会に
審査請求をすることができる。

給付金支給までの流れ

３ 給付金の額
被害者が受けた被害の類型に応じて、次の額が支給されます（法第５条第１項）。

４ 給付金の申請
給付金の支給を受けようとする者は、住所地を管轄する都道府県公安委員会に申請を行

い、当該公安委員会による裁定を受けなければなりません（法第６条第１項）。また、申
請の受付は、各都道府県警察の本部又は警察署で行っています。
都道府県公安委員会による支給裁定後（法第７条第１項）、被害者等から国に対する給

付金の支払請求と国における支給手続を経て、国から被害者等へ給付金が支給されます。

５ 申請期間
申請は、平成２０年１２月１８日（木）から２年間に限りすることができます（法第６条第２
項及び附則第１条）。ただし、やむを得ない理由により、この期間内に申請をすることが
できなかったときは、その理由のやんだ日から６月以内に申請することができます（法第
６条第３項）。
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被害類型（給付額） 申請 裁定 支給
死 亡（２，０００万円） ２５件 ２４件 ２３件
障 害 要介護（３，０００万円） ４件 ４件 ２件

重 度（２，０００万円） １件 ０件 ０件
その他（５００万円） ３０件 ９件 ６件

傷 病 重傷病（１００万円） ８７３件 ６０１件 ２３８件
その他（１０万円） ２，２９２件 １，５４３件 ５４６件
合 計 ３，２２５件 ２，１８１件 ８１５件

（総額：８４，２６０万円）

※申請、裁定、支給それぞれの件数の差は手続中であることによる。

第２ 法の施行状況
１ 被害者に関する資料の整備

地下鉄サリン事件等のオウム真理教による犯罪行為からすでに十数年が経過しており、
給付金の裁定に必要な資料を保有していない被害者が多数見込まれることを踏まえ、法第
８条第４項において、都道府県公安委員会は、公務所や破産管財人が保有する被害者に関
する資料を裁定の資料として用いることにより、被害者等の申請に係る負担を軽減するこ
ととされております。
そのため、国家公安委員会は、法第９条第１項により、
○ オウム真理教に対する破産申立事件の破産管財人より、オウム真理教に対する破産
申立事件の記録

○ 法務省、警視庁、長野県警察本部より、起訴状、捜査書類等の刑事事件の訴訟に関
する書類

○ 厚生労働省、東京消防庁、警視庁、防衛省などより、被害者等が受けた労働者災害
補償保険法その他の法令による給付などに係る記録

につき提供を受け、警察庁において被害者ごとに整理する作業を行った上で、同条第２項
により、当該資料を都道府県公安委員会へ提供しました。

２ 周知措置
⑴ 広報用ポスター・パンフレットの活用

警察庁において作成した広報用ポスターを市役所、町
役場等の公共施設、協力いただいた民間施設等に広く掲
示するとともに、広報用パンフレットを各都道府県警察
の本部、警察署等の警察施設に備え付けることにより、
本給付金の制度について周知しています。

⑵ 個別通知の実施
警察庁より、１の被害者に関する資料に登載されてい

る被害者又はその遺族に対して、本給付金の制度に関す
る案内文と広報用パンフレットを郵送することにより、
当該制度につき個別に通知しています。

⑶ 都道府県警察による申請の呼びかけ
都道府県警察において、１の被害者に関する資料にお

いて対象犯罪行為により死亡したとされている被害者の遺族や障害が残ったとされてい
る被害者に対して個別に訪問し、本給付金の制度について説明を行ったほか、未だ申請
をしていない被害者等に対して電話連絡するなど、より多くの被害者等が本法により救
済されるよう申請を呼びかけております。

３ 被害類型別申請・裁定・支給状況（平成２１年３月１７日現在）

広報用ポスター
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⑾ 犯罪被害救援基金による犯罪被害者
等に対する支援金支給事業
財団法人犯罪被害救援基金において、基本

法の趣旨を踏まえ、現に著しく困窮している

犯罪被害者等であって、社会連帯共助の精神
にのっとり特別な救済を図る必要があると認
められる者に対して支援金を支給する事業を
平成２０年１２月１６日から開始した。

３ 居住の安定（基本法第１６条関係）

《基本計画において、「速やかに実施する」
とされたもの》

⑴ 公営住宅への優先入居等
国土交通省において、平成１７年度、配偶者

からの暴力被害者について同居親族要件を緩
和し、公営住宅への単身入居を可能とすると
ともに、犯罪被害者等について公営住宅への
優先入居や目的外使用などに係るガイドライ
ンを策定して、事業主体の判断により優先入
居を実施するとともに、入居に関する情報提
供を警察庁と連携して行っている。
独立行政法人都市再生機構の機構賃貸住宅

における犯罪被害者等の入居優遇措置の必要
性については、公営住宅における犯罪被害者
等の受け入れ状況などを注視したうえで、引
き続き、検討していく。なお、犯罪被害者等
の住宅を確保するため、公営住宅の管理主体

から、機構賃貸住宅の借り上げなどの要請が
あった場合は、柔軟に対応していく。

《基本計画において、「１～３年以内を目途
に検討の結論を得て、施策を実施する」と
されたもの（「１～２年以内を目途に実施
する」とされたものを含む）》

⑵ 一時避難場所の確保
警察庁において、平成１９年度から、自宅が

犯罪行為の現場となり、自宅が破壊されるな
ど居住が困難で、自ら居住する場所が確保で
きない場合などに、一時的に避難するための
宿泊場所を公費により提供し、犯罪被害者等
の経済的、精神的負担の軽減を図っている
（犯罪被害者等に対する一時避難場所などの
借り上げに要する経費：２０年度 ３２百万円、
２１年度 ３２百万円）。

４ 雇用の安定（基本法第１７条関係）

《基本計画において、「速やかに実施する」
とされたもの》

⑴ 事業主等の理解の増進
厚生労働省において、母子家庭の母などが

犯罪被害により求職活動に困難を伴う場合
に、当該者の早期就職の実現を目的としたト
ライアル雇用事業（「試行雇用奨励金」の支
給）を実施している。平成２０年度（１２月まで）
の支給実績（母子家庭の母等試行雇用奨励金
全体）は、２０５人に対し約２，４００万円であった。
公共職業安定所においては、様々な事情に

より、やむを得ず離職したり、新たに仕事を
探す必要が生じた犯罪被害者等に対しては、

求職者の置かれた状況に応じたきめ細かな就
職支援を行っている。
犯罪被害者等の雇用管理に関する相談など

については、独立行政法人雇用・能力開発機
構都道府県センターが行う中小企業事業主な
どに対する雇用管理の改善に関する相談業務
（http://www.ehdo.go.jp/gyomu/c-１．html）
の中で実施することとしているが、平成２１年
２月現在、事業主からの犯罪被害者等の雇用
管理に関する相談は、寄せられていない。同
センターでは、雇用管理講習会（http://
www.ehdo.go.jp/gyomu/c-１．html）において
犯罪被害者等の雇用管理に資するテーマを取
り上げ、中小企業事業主などへ情報提供を
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被害回復の休暇制度に関するポスター

提供：厚生労働省

行っている。
また、平成２０年度に独立行政法人労働政策

研究・研修機構労働大学校が実施した、労働
行政職員基礎研修、公共職業安定所課長・総
括職業指導官研修、職業安定行政職員上級研
修で、犯罪被害者等への理解に資するテーマ
（犯罪被害者等の置かれている状況など）を
取り上げた。２１年度においても同テーマを取
り上げる。

⑵ 個別労働紛争解決制度の活用等
厚生労働省において、「個別労働関係紛争

の解決の促進に関する法律」（平成１３年法律
第１１２号）に基づき、個別労働紛争解決制度
（http://www.mhlw.go. jp/general/seido/
chihou/kaiketu/soudan .html）について、
ホームページやポスターを活用し、周知を図
るとともに、その適正な運用に努めている。

《基本計画において、「１～３年以内を目途
に検討の結論を得て、施策を実施する」と
されたもの（「１～２年以内を目途に実施
する」とされたものを含む）》

⑶ 被害回復のための休暇制度導入の是
非に関する検討
厚生労働省において、平成１８年度、犯罪な

どの被害に遭った労働者が被害を回復するた

めの休暇制度の導入につき、アンケートを実
施したところ、企業、労働者とも約９割が、
同制度を導入すべきという意見さえ知らない
という状況が明らかになった。そこで、まず
は企業や労働者に対し、同制度の必要性につ
いての周知・啓発を図ることが重要であると
の結論に至り、１９年度から幅広く周知・啓発
を行っている。２１年度においても、２０年度に
引き続きリーフレットやポスターを作成する
とともに、セミナーの開催などにより、引き
続き、企業や労働者に対する周知・啓発を行
うこととしている。

第２節 精神的・身体的被害の回復・防止への取組

１ 保健医療サービス及び福祉サービスの提供（基本法第１４条関係）

《基本計画策定以前からの施策で、基本計画
策定後も引き続き実施するもの》

⑴ 犯罪被害者等に対する精神科医によ
る支援、カウンセリング体制の整備
警察において、カウンセリングに関する専

門的知識や技術を有する職員の配置、精神科
医や民間のカウンセラーとの連携などによ
り、犯罪被害者等の精神的被害を軽減するた

めの相談・カウンセリング体制を整備してい
る。現在、全ての都道府県警察において、部
外の精神科医、臨床心理士などに対し、犯罪
被害者等へのカウンセリングや職員のカウン
セリング技術向上を図るためのアドバイザー
業務の委嘱を行っている。また、被害少年に
対しては、少年補導職員などの専門職員が、
部外専門家などから助言を得つつ、カウンセ
リングを実施している。


